
（5）市町村性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 京都府京丹波町平成28年度
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市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅳ－１ H25  Ⅳ－１ H26  Ⅳ－１

H27  Ⅲ－１ H28  Ⅲ－１

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費

類似団体内順位
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全国平均
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京都府平均
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76,45975,15177,381
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116,763
116,302110,529107,641106,640

物件費

類似団体内順位
17/56

全国平均
58,226

京都府平均
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維持補修費

類似団体内順位
56/56

全国平均
5,092

京都府平均
4,768

(円)
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扶助費

類似団体内順位
23/56

全国平均
100,991

京都府平均
120,261

(円)
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56,328

58,493
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補助費等

類似団体内順位
13/56

全国平均
39,444

京都府平均
40,007

(円)

0
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300,000
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35,377

244,836

79,736
78,22075,41778,41766,415

H28H27H26H25H24

103,83098,636106,394
81,52580,867

普通建設事業費

類似団体内順位
12/56

全国平均
58,677

京都府平均
45,932

(円)

0
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15,003

1,955,705

78,903
106,09287,55181,99070,582

H28H27H26H25H24

116,155118,716205,689161,339167,327

普通建設事業費 （ うち新規整備 ）

類似団体内順位
6/56

全国平均
18,997

京都府平均
11,125

(円)

0

500,000
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1,500,000

2,000,000

2,500,000

0

1,879,671

25,367
60,80343,002

H28H27H26H25H24

79,93785,258110,553

普通建設事業費 （ うち更新整備 ）

類似団体内順位
39/56

全国平均
26,922

京都府平均
25,129

(円)
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災害復旧事業費

類似団体内順位
21/56

全国平均
2,326

京都府平均
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(円)
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失業対策事業費

類似団体内順位
1/56

全国平均
0

京都府平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H28H27H26H25H24

0
0000

公債費

類似団体内順位
8/56

全国平均
43,389

京都府平均
51,830

(円)
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213,550
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56,65548,91550,63651,678
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90,419
93,76799,70497,543105,139

積立金

類似団体内順位
41/56

全国平均
12,906

京都府平均
4,227

(円)

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

444

996,695

23,107
55,195

20,36223,071

180,327

H28H27H26H25H24

12,570
30,489

22,68363,065

50,341

投資及び出資金

類似団体内順位
12/56

全国平均
1,638

京都府平均
4,359

(円)

0

10,000
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0
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2,772
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5,442
7,8877,6058,5707,104

貸付金

類似団体内順位
49/56

全国平均
9,590

京都府平均
21,724

(円)
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20,000

30,000
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0

49,487
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0

0000

繰出金

類似団体内順位
3/56

全国平均
41,015

京都府平均
43,482

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

32,174

139,278

62,37666,035
56,69954,97654,749

H28H27H26H25H24

132,870
128,187

117,524
110,663

99,041

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/56

全国平均
2

京都府平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H28H27H26H25H24

0
0000

性質別歳出の分析欄

本町における性質別歳出の住民一人あたりのコストは、地理的条件（面積が広大かつ過疎地域）が起因となり、人件費、普通建設事業費、公債費、繰出金が特に類似団体平均と比較して大きくなっている。

人件費は、地理的条件をカバーするためのバス事業やCATV事業を直営で実施せざるを得ない状況によるものである。

普通建設事業費は、前年度と比較して新規整備の減により減少したものの、類似団体においても大きく減少したことによるものである。

公債費は、地理的条件による不利や格差を補うために、必要な事業は単独ででも実施せざるを得ない状況であり、自主財源が乏しいことから財源の大部分を地方債により賄っていることによるものである。

繰出金は、特に水道、下水道、病院といった生活に直結する公営企業への繰出金が大きく、過疎地域であることから十分な料金収入が見込めず、財源を公営企業債に依存せざるを得ない状況にあることによるものである。

今後については、積極的な企業誘致や定住促進により担税力を確保し、業務の見直し、公共施設等の再編や事業の選択により、コストの削減を図っていく。
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